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スギ等の地域材を活かすCLTの需要拡大と活用促進に向けて、製品価格を半減し施工コストを他工法
並みにするための技術開発に取り組みました。製造工程の効率化と製品仕様の標準化による低コスト
化、付加価値の高い非構造用CLTや保存処理CLTを製造する技術の開発に加え、製造や流通における
コストと環境影響の評価に取り組み、製品価格半減への道筋を示しました。さらに、２時間耐火CLT
などの技術開発により中高層建物向けの仕様を確立するとともに、低コストかつ現場で使いやすい施
工方法を開発し、施工コストを他工法並みに近づけました。

　　成果
製造の効率化及び需要拡大による製造コストの低減
　CLTの製造コストを低減させるため、従来の15mmに
代る6mm～4mmのフィンガージョイントをCLTに適用する
技術を開発し、消費電力量を半減させました。また、接
着時間の短縮と積層工程の自動化により生産効率が10％
向上することを小型CLT試作機（写真１）で実証しました。
さらにこの試作機は、非構造用・内装用途で付加価値の
高い薄物パネルも製造できることから、地域材の有効活
用を目指す山間部でのCLT生産向けのモデル機として提
案しました。
　次に量産化と常時在庫品確保によるコスト削減を図る
ため、日本CLT協会や設計者と協議して、建築の床や壁
の用途毎に、標準となる製品のサイズと仕様を定め、そ
の標準サイズを製造するのに適した工場ラインを提案し
ました。また、CLT壁の開口部を効率よく製造する方法
等を提案しました。さらに、需要拡大に向けて、保存処
理CLTの製造技術と評価方法（写真２）の開発を行いま
した。
　CLT製造コスト評価のためのシミュレーションツールを開
発して、生産量と原材料費に関わるシフト数（8時間/日
を1シフトとする交代制勤務）、ラミナ購入価格などの変
数の影響の大きさを明らかにしました。さらに、コスト
半減を実現する年産1.3万m3の中規模工場と2.6万m3の大
規模工場の製造モデルを提案し、今回開発した技術等の
導入効果を明らかにしました（図１）。本ツールは民間企
業等に活用してもらうことで、地域の実情に適したCLT
製造の事業化の推進に役立ちます。

施工の効率化及び他工法とのフルコスト比較
　CLTの施工コストを低減させるため、これまでより施
工精度管理が容易な方法を開発し、実大施工実験により
建設時間の大幅な短縮の可能性を実証しました（写真３）。
また、２時間耐火CLTの仕様を開発し、中高層CLT建築へ
の実装を可能としました。CLT工法と比較するために、
鉄筋コンクリート（RC）造および鉄骨（S）造の建築物
の試設計も行い、環境影響評価を加えて、内部コスト（施
工コスト）と外部コスト（環境負荷量から得られる社会
コスト）を合わせたフルコスト評価を行いました。
　これらの取組を通じてCLTを使った建築物の躯体費に
おける施工コスト（坪単価90万円）を、鉄筋コンクリー
ト造（坪単価75万円）並とする見通しが付きました。
　一方、耐火構造ではオールCLT造にすると、耐火性能
付与に必要な石膏ボードによる外部コスト及び内部コス
トが他工法より大きくなること、CLT＋S造ではやや低コ
スト化が図れるものの、依然として耐火関連のコスト削
減が課題であることなどもわかりました。

　　研究資金と課題
　本研究は、(国研）農業・食品産業技術総合研究機構生
物系特定産業技術研究支援センターの革新的技術開発・
緊急展開事業（うち経営体強化プロジェクト）「国産材
CLTの製造コストを１/２にするための技術開発」及び

「CLTを使った構造物の施工コストを他工法並みにする技
術開発」（平成29年度～令和元年度）により実施したもの
です。

　　専門用語
躯体費：直接工事費のうち、仮設費・設備費を除いたもの。

写真3　精度管理が容易なCLTパネル施工方法の開発
（逆差しアンカー工法（左）とそれを用いたCLTパネル工法による  試験建物 （森林総合研究所構内）（右））

写真1　小型CLT試作機
（森林総合研究所内）

写真2　CLTへの保存処理技術の開発
強制腐朽させたCLTの様子

（左：保存処理、右：無処理）

図1　CLT製造コスト半減モデルの提案と各技術開発要素の寄与率
（中規模工場モデル1.3万m3/年での試算例）
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